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税務情報 

2026年度税制改正 

経済産業省 － 賃上げ促進税制に関するガイドブックの改訂 

2026 年度税制改正では、賃上げ促進税制について以下の見直しが行われ、改正
後の制度は 2026 年 4 月 1 日から 2027 年 3 月 31 日までの間に開始する事業年
度に適用されることとなりました。 

 全企業向けの措置：2026 年 3 月 31 日をもって廃止（2026 年 3 月 31 日ま
でに開始する事業年度まで適用可能） 

 中堅企業向けの措置：教育訓練費に係る上乗せ措置の廃止及び適用要件の強
化 

 中小企業向けの措置：教育訓練費に係る上乗せ措置の廃止 

これを受け、経済産業省は 6 月 15 日、改正後の制度の情報を集約した「中堅企
業向け賃上げ促進税制」のページにおいて、全企業向け及び中堅企業向けの措
置に関する以下の改訂版ガイドブックを公表しました。 

 「賃上げ促進税制」御利用ガイドブック 令和 8 年 6 月 15 日公表版（PDF 

2,581KB） 

このガイドブックは、制度の概要のほか、適用要件やマルチステークホルダー
方針の詳細を網羅的に解説するもので、上記の改正内容が反映されています。 

また、2026 年度税制改正により、マルチステークホルダー方針に係る届出書の
様式も変更されましたが、同ページには、2026 年 4 月 1 日以後に開始する事業
年度についてマルチステークホルダー方針の公表の届出等を行う場合に使用す
る届出書の新様式も掲載されています。 

なお、中小企業向けの措置に関する情報は、中小企業庁の「中小企業向け『賃上
げ促進税制』」のページにまとめられており、2026 年度税制改正の内容を反映
した以下の更新版ガイドブックや Q&A 等が掲載されています。 

 中小企業向け賃上げ促進税制 ご利用ガイドブック（PDF 1.7MB） 

 中小企業向け賃上げ促進税制 よくあるご質問 Q&A（PDF 813.2KB） 

 

No.351   17 June 2026 
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